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新潟市職員の退職管理に関する要綱 

 （趣旨）

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の６第１項の

規定に基づき、新潟市職員の退職管理に関する条例（平成２８年新潟市条例第１１号）

に定めるもののほか、職員の退職管理の適正を確保するために要な事項を定めるものと

する。

 （再就職の自粛）

第２条 職員は、離職後２年間は、その離職前５年間に在職していた所属と密接な関係に

あるもの及び新潟市の競争入札参加資格を有するものに再就職等をすることを自粛す

るものとする。ただし、市長が公務の公正性の確保に支障が生じないと認め、当該再就

職を承認した場合は、この限りでない。

 （その他）

第３条 この要綱に定めるもののほか、職員の退職管理について必要な事項は市長が別途

定めるものとする。

附 則

 （施行期日）

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

 （新潟市職員の離職後の営利企業等への就職についての要綱の廃止）

２ 新潟市職員の離職後の営利企業等への就職についての要綱（平成１６年３月２５日制

定）は，廃止する。


